


結
果

　平成29年度は、過去最大と
なった前年度繰越金の執行を含
めたため、本来の収支バランス
を欠いたものになってしまった。
　平成30年度は、前年度繰越金
が2,518,689円となることから、本
来の収支バランスのとれた、安
全・安心な学校給食の提供とい
う成果の伴った結果をだすべき
である。

　平成29年度9,118,006円あった
前年度繰越金を左記の金額ま
で減らすことができ、常に収支の
バランスを考慮しながら、安心・
安全な学校給食の提供を実施し
ている。

意
見

　献立の決定は最大6か月前、
食材の調達は2ヶ月前に入札で
決めているが、これでは収支の
現況を学校給食事業の運営に
反映させることは困難と思われる
ので、極力反映させられるよう、
仕組み等を検討していただきた
い。

　アレルギー対応給食も実施し
ておりアレルギー対応は確実に
行わなければならず、２ケ月前
から保護者や学校と物資材料表
などのやり取りを行っているた
め、現状のスタイルを維持するこ
とが望ましいと考えているが、収
支の現況を反映させながら進め
ることができた。

結
果

　職員の勤務時間の変更につい
ては、「瑞穂市職員の勤務時間
に関する規定」第2条第2項の規
定に基づいているが、給食セン
ターでの勤務時間は午前8時か
ら午後4時45分までと定着して運
用されていることから、規則、要
綱等を定めるべきである。

　給食を提供するため通常の勤
務時間より早く出勤する必要が
あり、左記規定の第2条第2項の
規定により職務の性質上特に必
要があると認められる業務に従
事する職員として、あらかじめ市
長の承認を得て、別に勤務時間
を定めているため、規則等で定
める必要がないと考えている。

意
見

　瑞穂市給食センターは、築10
年の比較的新しい施設である
が、老朽化した公共施設の維持
管理費は、年々財政を圧迫して
いくので、経費を平準化して計
画的に執行していただきたい。
また、施設の長寿命化を図るた
め、普段から点検を密にして、不
具合を早期発見、対処するととも
に、適切に管理していただきた
い。

　長寿命化を図るため、経費を
平準化した給食センター施設維
持管理計画を平成29年度に策
定した。今後は当該計画に基づ
き財政状況を見ながら長寿命化
改修工事を行っていく。

結
果

　異物混入事案の報告は教育
委員会内で情報共有されたもの
の、保護者等へ周知されていな
いのは問題である。
子どもの安全・安心に関わること
は、保護者にとって大きな関心
事であることから、情報は程度の
大きさに関わらず、共有すべき
である。

　市異物混入対応マニュアルに
沿って対応している。保護者に
も必要に応じて文書や電話によ
り情報提供している。
　本年起きた異物混入案件に関
しても、学校とのやり取りや保護
者への連絡、保健所やマスコミ
への連絡などマニュアルに沿っ
てスムーズに対応することができ
た。

（１）学校給食の事業運営について

措
置
済

教
育
総
務
課

進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

区
分

結果又は意見の内容
回答
担当

定期監査
H30.6.29

監査名等
監査
対象

給食セ
ンター
教育総
務課

（２）献立・食材調達について

不
(

未

)

措
置

教
育
総
務
課

（４）維持管理について

措
置
済

教
育
総
務
課

（５）異物混入について

措
置
済

教
育
総
務
課

（３）勤務時間について

不

(

未

)

措
置

教
育
総
務
課
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回答
担当

監査名等
監査
対象

進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

区
分

結果又は意見の内容

結
果

　委員の構成を、教育委員会の
関係者だけで構成することは疑
問が残る。
地産地消や食育を推進するの
であれば、外部の意見も聞くべ
きであり、その方面の方々の選
任も検討すべきである。

　地産地消については、すでに
地元ＪＡや岐阜農林事務所、商
工農政観光課などの関係者によ
る市学校給食地産地消会議を
年3回実施し、協議や意見をい
ただいている。
委員についても識見を有する者
として生産者やＪＡ職員等に話し
かけ選任を行う。

意
見

　平成31年10月改正予定の消
費税は、一律10％に引き上げる
わけではなく、対象品目によって
は軽減税率の適用がある。給食
費負担金の引上げについては、
今年度中に慎重に検討し、早急
に保護者等へ情報提供できるよ
う努めていただきたい。

　食料品は軽減税率の対象と
なっているため、給食費負担金
の引き上げは必要ないと考えて
いるが、税率改正後、経費上昇
分などがどのように影響してくる
か慎重に見極める必要があるた
め、税改正後の動向を見ながら
必要に応じて保護者に情報提
供する。

（６）給食センター運営委員会につい
て

改
善
進
行
中

教
育
総
務
課

定期監査
H30.6.29

給食セ
ンター
教育総
務課

（７）給食費負担金について

改
善
進
行
中

教
育
総
務
課
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意
見

　担当課によると、講座の運営や
地域先生の確保については行
政主体でしかできなかったことか
ら、会員の受付や管理等の事務
が瑞穂総合クラブ運営業務委託
の主となったとのことである。これ
らの事務であれば、１社による随
意契約が本当に適切であった
か、甚だ疑問である。
　委託先は市から補助金を受け
ているため同日に財政援助団体
等監査を行ったが、複数の指摘
事項が生じており、委託先として
ふさわしい団体であるか再考を
要する。財政援助の予定は平成
32年度までとなっているが、当該
委託契約が減額した補助金の
補てんと考えられる。今後は適
切な契約事務を行っていただき
たい。

　来年度は瑞穂総合クラブ事業
運営を業務委託によることなく、
従前通り市で事務を行います。

意
見

　瑞穂総合クラブは4月に会員募
集を開始するだけで、4月に入っ
てからすぐに保険適用する必要
はない。
また、平成30年度に要する傷害
保険料であるならば同年度の契
約で対応すべきであり、平成29
年度当初から平成30年度以降も
継続して同一の委託先に契約
することが前提になっていたと言
わざるを得ない。
委託料を積算する際には、その
詳細を十分に精査し、適切な支
出に努めていただきたい。

　今後、委託する場合において
は十分精査の上、積算します。
　なお、保険料につきましては、
平成29年度中に生涯学習課で
加入している保険全般を見直
し、瑞穂総合クラブについても、
平成30年度以降は市が加入し
ている別の保険（公民館総合補
償制度）で対応することとしまし
た。
　よって、平成30年度の委託契
約には当初から保険料相当分
は金額に含んでおりません。
　また、来年度は瑞穂総合クラブ
の事業運営を業務委託によるこ
となく、市で事務を行います。

意
見

　担当課からは瑞穂総合クラブと
総合型スポーツクラブやスポー
ツ少年団との違いについては、
技能レベルの違い等の説明がな
されたが、重複している部分も多
いことから、費用対効果の観点も
含め、瑞穂総合クラブの在り方を
検討していただきたい。

　来年度以降は、瑞穂総合クラ
ブを国が推進する「土曜の教育
活動」として明確に位置付け、事
業実施します。
　一方で、ＮＰＯ法人Ｌｉｎｋ－ｕｐ
みずほ等が実施する総合型地
域スポーツクラブやスポーツ少
年団との間で受講者の取り合い
にならないよう、講座の開設にあ
たっては関係団体と協議しま
す。

（１）１社による随意契約について

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

（２）保険料について

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
回答
担当

随時監査
(「瑞穂総合
クラブ運営
業務委託」)
H30.5.31
～
H30.7.26

生涯学
習課

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

（３）類似事業について

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課
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進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
回答
担当

意
見

　会員登録システムとしてパソコ
ン・ソフトウェア等を委託先に買
い与えたことは不適切である。本
来は市が貸与するか、委託先が
負担すべきものであった。また、
同システムの保守料は委託先の
必要経費であり、市が直接負担
する必要はない。
　このような不適切な契約に至っ
た理由は、委託料の積算時に担
当課内で十分に精査がなされて
いなかったためである。
今後契約の際には十分注意し
て積算するとともに、パソコンの
所管については委託先と協議
し、その協議結果に応じて保守
料についても検討していただき
たい。

　委託先であるＮＰＯ法人Ｌｉｎｋ
－ｕｐみずほに買い与えた会員
登録システムは、市に返還して
いただく予定です。
　但し、既に法人の財産として登
録されているため、ＮＰＯ法人Ｌｉ
ｎｋ－ｕｐみずほが定期総会（平
成３１年5月下旬頃予定）に諮っ
てからとなります。

意
見

　会員登録システムを用いて一
層特色ある講座づくりを目指すと
ともに、登録情報を多面的に活
用し、市の教育発展に役立てて
いただきたい。

改
善
進
行
中

　会員登録システム返還後に
は、システムを用いて一層特色
ある講座づくりを目指すととも
に、登録情報を多面的に活用
し、市の教育発展に役立てられ
るよう検討します。

生
涯
学
習
課

意
見

　瑞穂総合クラブ運営業務委託
は入力印刷配布事業委託では
ない。今後は運営業務委託に改
めるとのことではあるが、当該科
目だけではなく他の業務も含
め、適正な予算科目に計上して
いただきたい。

　平成30年度は、新規に予算付
記「運営業務委託料」を作成し、
適正な予算科目に計上していま
す。

意
見

　青少年育成市民会議まとめの
会での発表・作品展示に関する
支出は、仕様書から判断すれば
委託業務の一部と考えられるこ
とから、委託先と協議し是正して
いただきたい。

　ＮＰＯ法人Ｌｉｎｋ－ｕｐみずほが
委託業務の一部として、まとめの
会の準備を既に進めておりま
す。

意
見

　青少年育成市民会議まとめの
会に関することはもちろんのこ
と、その他の項目についても適
宜更新し、積極的な情報発信に
努めていただきたい。

措
置
済

　ホームページの更新を随時行
い、積極的な情報発信に努めま
す。

生
涯
学
習
課

意
見

　瑞穂総合クラブの会費は、市
の事業であることから委託先（受
託者）の収入ではなく、委託者で
ある市の収入としなければならな
い。担当課からは契約内容を見
直し、会費収入は補正予算で対
応するとの回答であった。今後
は仕様書を十分に精査していた
だきたい。

　変更契約により仕様を変更し、
会費徴収については委託業務
から除き、市の収入としました。
　この件だけでなく、今後は仕様
書の内容を精査します。

生
涯
学
習
課

（５）予算科目について

措
置
済

生
涯
学
習
課

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

（６）青少年育成市民会議まとめの会
について

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

（７）会費の徴収について

（４）会員登録システムについて随時監査
(「瑞穂総合
クラブ運営
業務委託」)
H30.5.31
～
H30.7.26

生涯学
習課

措
置
済
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意
見

　補助対象経費等の詳細につい
ては要綱等に記載されており、
それに準じて補助金交付申請書
等を作成しなければならない。
　要綱等を十分に確認し、補助
対象経費や財源計画・費用が明
瞭に示された補助金関連書類
の作成に努めるとともに、減額予
定となっている補助金の補てん
として、市からの業務委託の増
加に頼ることなく、自主運営でき
るよう経営努力を行っていただき
たい。

　今後は要綱等を十分に確認し
ながら、補助対象経費や財源計
画・費用を明瞭にした書類を作
成することに努めます。また、ク
ラブの平常教室、体験教室等の
内容充実を図ったり、新たなイベ
ント実施なども企画し、新規会員
獲得による安定した収入をめざ
し自主運営をしていく努力をしま
す。

意
見

　事務局員給料の支払遅延に
ついては、年度初めで多忙だっ
たため同意を得てまとめて支
払った旨の回答であった。
　数名の事務局員給料の支払
が、他の事務に大きく支障をきた
すほどの事務とは考え難い。今
後は支払遅延のないよう努めて
いただきたい。

　給料支払いに関してはすべて
前月末に締切をし、翌月１０日の
支払を完全に実行して遅延は起
こさない体制を整えました。

意
見

　一部の事務局員給料等におい
て源泉徴収が行われていなかっ
た。また、本来源泉所得税は給
与などを実際に支払った月の翌
月10日までに納めなければなら
ず、一定の条件を満たした場合
でも半年分まとめて納付できる
特例はある。しかしながらＬｉｎｋ
－ｕｐみずほは3月31日に1度だ
けまとめて納めており、源泉徴収
に関する理解は不十分であっ
た。
　今後は担当税理士からも十分
指導するとの回答であったの
で、早急に改善していただきた
い。

　事務局員給料等の源泉徴収
の仕方については、担当税理士
からも指導をいただき、月ごとに
支払うことを経理とも確認しあい
実行をしている。

意
見

　平成27年度幼児運動教室業
務委託は、平成27年度中に終
了し、同年度中に業務が完了し
ていることから、当然に平成27年
度の事業収益とすべきである。
　事業収益の認識を適切に行
い、事業年度の正確な損益の把
握に努めていただきたい。

　業務が完了している事業に関
しては、事業収益の認識を正
し、当該年度の収益とし未収金
として計上していきたい。

（１）生涯学習地域振興組織補助に
ついて

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

回答
担当

Ｌｉｎｋ－ｕｐみずほについて

（２）事務局員給料の支払遅延につ
いて

（３）源泉徴収について

措
置
済

生
涯
学
習
課

（４）事業収益の認識基準について

監査名等
監査
対象

措
置
済

生
涯
学
習
課

財政援助団
体等監査
（特定非営
利活動法人
Ｌｉｎｋ－ｕｐ
みずほ）
H30.5.31
～
H30.7.26

Ｌｉｎｋ－
ｕｐみず
ほ
生涯学
習課

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課
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区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

回答
担当

監査名等
監査
対象

意
見

　定款に定められた手続きに則
らず、予算計上されていない費
用を執行することは、自由にどの
ような支出をしても良いということ
になり問題である。また、当該費
用は補助対象経費であり、予算
変更の報告がないため、補助金
交付申請書と齟齬が生じたまま
である。
　今後は予算の変更を要する場
合は総会に諮り、定款に則った
事務を行うとともに、補助金交付
担当課と密に連絡を取り合い、
適切な補助となるよう努めていた
だきたい。

　当初の予算に計上されていな
い支出をする場合は、総会に諮
り執行していきたい。また、補助
金交付担当課とは毎月事業実
施について報告書の検査をし予
算の執行状況を把握しながら業
務にあたる。

意
見

　マイクロバスを購入するためバ
ス口座を作成し、車両に関連す
るものは同口座を用いていると
の回答であったが、別口座から
も関連の支出が見られることから
一貫性があるとは言えない。
　例えばバスに関連する収支は
すべてバス口座を用い、マイクロ
バスに係る収支を明確にし中長
期的な視点で運用できるよう、工
夫して維持・管理を行っていた
だきたい。

　マイクロバスに関連する収支
は、現在、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター指導のもと
に開設した専用口座を用いてす
べての収支を行っている。運営
管理に係る専任の者も配置し
た。

意
見

　Ｌｉｎｋ－ｕｐみずほの総勘定元
帳等を確認したところ、様々な会
計事務の不備を確認した。これ
は、会計等に関する知識が不足
しているためであり、この状況で
は市が財政援助や業務委託先
とする団体として不適切と言わざ
るを得ない。
　今後は委託している税理士か
らの指導はもちろんのこと、積極
的に必要な知識・技能の習得に
努め、適切な会計事務を行って
いただきたい。

　税理士の先生に毎月の経理簿
の入力に関して指導をいただ
き、県のNPOセンターなどが実
施するNPO法人会計講座等に
参加をし研修を受け知識・技能
の向上を図っている。

財政援助団
体等監査
（特定非営
利活動法人
Ｌｉｎｋ－ｕｐ
みずほ）
H30.5.31
～
H30.7.26

Ｌｉｎｋ－
ｕｐみず
ほ
生涯学
習課

（５）予算の変更について

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

措
置
済

生
涯
学
習
課

（６）マイクロバスについて

措
置
済

生
涯
学
習
課

（７）会計事務について
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区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

回答
担当

監査名等
監査
対象

意
見

　平成28年度補助金交付申請
書の予備費についてはマイクロ
バス購入のための車両費等との
説明であったが、そうであるなら
ば予備費として計上することは
不適切である。また、補助事業
実績報告書では当期正味財産
増減額や前年度繰越金も考慮し
ておらず、担当課は補助金関連
書類を十分に精査していたとは
言えない。
　今後は安易に補助金を交付す
ることのないよう交付前には補助
金交付申請書等を、交付後は補
助事業実績報告書等を十分に
確認し、補助金交付先団体の状
況を常に把握することにより、適
切な補助金交付に努めていただ
きたい。

　今後は、交付前に各書類を十
分確認し、交付先団体の状況把
握に努めます。

意
見

　各団体の補助金交付上限額を
明記しなければ、各団体からの
補助金申請額は増加する可能
性がある。
　Ｌｉｎｋ－ｕｐみずほの団体名変
更による要綱改正に合わせ、関
係する規則等に交付上限額を
明記するとともに、交付上限額を
定めてからも常にその状況を注
視し、適切な補助金交付に努め
ていただきたい。

改
善
進
行
中

　他団体への補助金交付とも絡
むことから、そのことも含め要綱
改正を検討します。
　なお、常に適正な補助金交付
に努めます。

生
涯
学
習
課

意
見

　巣南公民館の使用料や水道
光熱費等の支払について、Ｌｉｎ
ｋ－ｕｐみずほからは真摯に受け
止め対応するとの回答であっ
た。
　他団体の状況と上記Ｌｉｎｋ－ｕ
ｐみずほの意向を考慮し、今後
の施設使用料や水道光熱費に
ついて前向きに検討していただ
きたい。

　当該法人と協議の上、行政財
産の目的外使用として使用料を
徴収する方向で考えています。
　徴収開始時期は今後双方協
議して決定します。

生涯学習課について
（８）補助金の交付について

措
置
済

生
涯
学
習
課

（９）巣南公民館の使用料及び水道
光熱費について

改
善
進
行
中

生
涯
学
習
課

財政援助団
体等監査
（特定非営
利活動法人
Ｌｉｎｋ－ｕｐ
みずほ）
H30.5.31
～
H30.7.26

生涯学
習課
Ｌｉｎｋ－
ｕｐみず
ほ
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意
見

　平成26年度に実施した定期監
査の後に、収入印紙等購買基
金の保有額は500万円から300
万円に引き下げられた。
　市民課に確認したところ、月内
で印紙等を購入している額はお
おむね50万円程度であり、多い
月でも収入印紙と県収入証紙を
併せ100万円ほどであったことか
ら、現在保有している300万円は
過多ではないかと判断される。
適切な金額となるように見直して
いただきたい。

　収入印紙等購買基金を9月議
会において300万円から200万円
に減額補正を行い金額を改め
た。

進捗
状況

回答
担当

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

（６）収入印紙について市民課定期監査
H29.9.27及
び28

措
置
済

市
民
課

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
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意
見

　「広報みずほ」には、さまざまな
団体からのお知らせやイベント
情報が掲載されているが、掲載
基準を設けていないために掲載
内容が精査されておらず、標準
頁を超過する一因となっている。
　掲載内容の優先順位を設け、
他の団体からは広告掲載料を徴
収するなど、掲載基準の策定を
早急に行っていただきたい。

　掲載基準の策定のため、他市
町村の状況を収集中です。

意
見

　予定されている組織改編後の
平成30年度に方針を決定したい
との回答であったが、「もくようみ
ずほ785」の今後の方針につい
ては以前から指摘してきたところ
であり、組織改編後に先送りする
理由はない。
　「もくようみずほ785」の存続に
ついては、災害時の情報伝達
ツールとして導入された経緯も
含め、他の情報伝達ツールと十
分に比較・検討し、今後の方針
を決定していただきたい。

　部内で協議した結果、平成30
年度末で廃止する。

意
見

　現時点では、ボランティア団体
「国際交流MIZUHO」が主催す
るウェルカムパーティの食糧費
や京都へのバス借上料などへの
支出に明確な根拠はない。
　市が関与する必要性も含め当
事業の有用性を検討し、明確な
支出根拠を定め、国際交流を推
し進めていただきたい。

　事業の内容等を確認のうえ、
検討をしています。

意
見

　ウェルカムパーティの食糧費と
して接近した日付で「保存のきく
もの」と「保存のきかないもの」に
支出伝票を分割した明確な理由
は示されず、単に50,000円以上
の物品購入を行う場合の事務手
続きを避けたものと考えられる。
　今後は、安易に発注を分割せ
ず、定められた事務手続きを
行っていただきたい。

未
着
手

　今年度の実績を踏まえて、検
討を行います。

市
民
協
働
安
全
課

意
見

　瑞穂市職員の採用に関する規
程に従って職員採用試験要項
に職務内容を掲載していただき
たい。
　また、要項に第二次試験以降
の試験内容や場所等も併記する
ことで、受験者の利便性を考慮
していただきたい。

　第二次試験以降の試験要項
に内容や場所等、瑞穂市職員
の採用に関する規程に沿って掲
載した。受験生にとってわかりや
すいものとなるよう心がけた。

定期監査
H29.10.30

（５）国際交流について

（６）職員の研修・採用試験について

（２）「もくようみずほ785」について

改
善
進
行
中

総
合
政
策
課

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

未
着
手

市
民
協
働
安
全
課

措
置
済

総
務
課

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当

秘書広
報課

総
合
政
策
課

措
置
済

（１）「広報みずほ」について
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措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当

定期監査
H29.10.30

秘書広
報課

結
果

　ホームページ上に職員採用試
験の合格者番号を掲載していな
い理由については、特になく、
必要性を感じない旨の回答で
あった。合格者番号を掲載する
こと自体は極めて容易な事務で
あり、多くの自治体においても行
われていることから掲載しない理
由はない。受験者の利便性を考
え、早急に対応すべきである。

措
置
済

　ホームページ上に職員採用試
験の合格者番号を掲載し受験
者の利便性の向上を図った。
　今後も他市の取り組みを参考
にするなどして、改善を図ってい
きたい。

総
務
課

意
見

　健康診断の未受診者に対して
受診の機会を与えているので問
題ない旨の回答であったが、積
極的に健康診断の受診を呼び
かけ、職員の健康管理に努めて
いただきたい。

　健康管理医と連携し、未受診
者が健康診断の受診できるよう
な環境を整える。また、課とし
て、未受診者へ引き続き健康管
理の重要性を伝え、受診するよ
う働きかける。

（７）職員の衛生、福祉、健康及び職
場環境について

改
善
進
行
中

総
務
課
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結
果

　環境課によると、１人１日あたり
のごみ総排出量は最終目標値
を達成できる見込みであるが、リ
サイクル率は達成困難な状況で
あるとのことである。
達成困難な状況が見込まれるの
であれば、見直し期間まで待つ
のでなく、随時見直すべきであ
る。
　また、１人１日あたりのごみ総
排出量も、目標達成に止まること
なく、更なる減量化を考えて頂き
たい。
　当初に目標を設定した後、絶
えず進捗率は検証し、必要とあ
ればすぐに見直すなど実効性の
あるものにしていただきたい。

　今年度に計画の改訂を行うた
め、目標数値についても見直し
を行います。
　計画改定後においても進捗状
況を確認していきます。

意
見

　これらの取り組みのうち、⑥に
ついては、旧町単位で相違した
ごみの分別区分を統一化したこ
とにより達成できたものである
が、①が未達成のとおり、収集回
数がまだ統一されていない。こ
れでは、収集区分が細かくなる
分、手間がかかるだけとなり、経
費削減には結びつかない。
ごみの分別区分によるごみの減
量化が、費用対効果の改善に繋
がるよう取り組んでいただきた
い。
　計画策定から3年が経つが、そ
の半数がまだ取組中であり、成
果が見えていないので、早期目
標達成に向けて努力していただ
きたい。
　未達成の⑧については、前回
の監査指摘事項では、措置済と
されたものである。指摘事項を、
その場限りとせず、継続して取り
組んでいただきたい。

　現在未達成のものについて
は、達成に向け努力していきま
す。また、今年度行う計画改訂
の中で、施策についても再検討
していきます。

改
善
進
行
中

環
境
課

（２）17の具体的な取り組みについて

定期監査
H29.12.4

環境課

回答
担当

（１）「ごみ分別」数値目標について

改
善
進
行
中

環
境
課

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況
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回答
担当

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

意
見

　「一般廃棄物処理基本計画」
は5年ごとに見直すとされている
が、本計画で示された数値目標
は、１人１日あたりのごみ総排出
量は平成28年度に目標達成、リ
サイクル率は達成困難な状況が
判明している。であれば、重要な
施策の変更案件として、計画の
実現性を見直し、数値の再設
定、新たな取り組み等を提言す
べきである。
　諮問・答申だけの審議会で終
わることなく、その後の推進状
況・管理等を見届け、積極的な
施策提言に結びつけるような仕
組みにしていただきたい。

　今年度に計画の改訂を行うた
め、目標数値、施策についても
見直しを行います。
　計画改定後においても進捗状
況を確認していきます。

改
善
進
行
中

（３）廃棄物減量等推進審議会につ
いて

環
境
課

定期監査
H29.12.4

環境課
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意
見

　図書室の蔵書数については市
内小学校で蔵書割合の格差が
大きく不平等な状態であるため、
是正が必要である。
　　「監査結果の措置状況」にお
いて、格差が出ないよう均衡を
図り予算配分を行うとの回答で
あったが、是正されていないこと
から、早急に格差解消に向けて
取り組んでいただきたい。

　学校規模による標準蔵書数や
現保有蔵書数を比較し、不均衡
のないよう予算配分した。

結
果

　魅力ある学校づくり推進事業
補助金として、「1、2年生自然に
ふれる活動　保護者ボランティア
運賃」として電車代が支出されて
いるものの、同活動に関する児
童の運賃等の支出はなく、同様
に事業の一部に該当するものの
全てには及ばない理解し難い支
出が複数確認された。魅力ある
学校づくり推進事業であるなら
ば、当然に費用のすべてを補助
金から支出すべきであり、都合
のいい財源として使用していると
言わざるを得ない。
　また、教諭が複数回立替払い
を行っていることから、事業の在
り方自体が好ましいとは言い難
い。
　担当課からは、当該補助金に
ついて事業内容も含め全面的に
見直し、平成31年度から消耗品
等の物品については一般会計
から支出する方向で検討すると
のことであった。今後は提出され
た補助金申請書等を十分に精
査し、そもそも当該補助金が本
当に必要であるかも含め早急に
検討すべきである。

  魅力ある学校づくり推進事業
補助金の運用の在り方につい
て、今年度は、全校の合唱活動
や植物の栽培等を主にした活動
を行っているため、校外活動に
て発生する電車賃などの運賃に
関する費用の予算はなく、執行
もされていない。
　また、教諭による事業費の立
替払いについては、活動を行う
上でやむを得ず早急に購入しな
いと物資が準備できない場合等
があり、現時点において、数回
立替払いを行った経緯がある。
　今後、運用面において立替払
いは不適切であるため、このよう
な場合は概算払いで対応し、執
行後に精算を行うよう指導した。
　当該補助事業については、平
成31年度より、補助金としてでは
なく、一般会計に予算を組み込
み事業を進めることとした。

意
見

　当該監査後、「アクセス」の
ページには最寄の駅やバス停の
情報が追加されたものの、他の
学校については改善されていな
い。場当たり的な対応ではなく、
常に市内全ての学校を意識して
職務に取り組んでいただきた
い。

　「アクセス」のページに、閲覧者
にとってわかりやすい環境を整
備するよう指導を行っているが、
一部しか改善されてないため、
早急に対応するよう、今後も引き
続き指導を強化していく。

定期監査
H30.1.12

中小学
校
学校教
育課
教育総
務課

（６）ホームページについて

改
善
進
行
中

学
校
教
育
課

（３）魅力ある学校づくり推進事業補
助金について

改
善
進
行
中

学
校
教
育
課

教
育
総
務
課

（２）図書室について

措
置
済

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当
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意
見

　ふるさと農村活性化対策基金
については、岐阜県ではふるさ
と農村活性化対策調査研究事
業の財源として使用されており、
市がこの事業の対象地域である
ためには、基金造成市である必
要があるとの回答であった。しか
し、市が上記事業の対象地域と
ならなければならない明確な説
明はなかった。基金造成市であ
る必要性を十分に検討し、有効
に活用していただきたい。

　平成31年度予算より、多面的
機能支払交付金事業（国1/2、
県1/4、市1/4）に、県が「ふるさと
農村活性化対策調査研究事業」
の決定額の考え方にて示す平
準化運用基準額（基本元本額の
3％）に相当する額30万円を充
当していく。

監査名等
監査
対象

定期監査
H30.2.13

商工農
政課

（３）ふるさと農村活性化対策基金に
ついて

措
置
済

商
工
農
政
観
光
課

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

回答
担当
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結
果

　結果として会員拡大事業は新
規会員拡大には繋がらなかっ
た。そもそもスマートフォン教室と
柿の育成者講習を行うことは参
加者の知識・技能修得に過ぎ
ず、会員の拡大に直接関係がな
いことから、事業内容は適切で
はない。また、シルバー人材セ
ンターの予算書には会員拡大事
業補助金が計上されていないま
ま事務が進められていた。担当
課が補助金申請書類等を精査
していないことは、論外である。
　今後は安易に補助金を交付す
ることのないよう補助金申請書等
を十分に確認するとともに、交付
後は実績報告書等を十分に確
認し、補助金交付先団体の状況
を常に把握していただきたい。

　実施した教室や講習が参加者
知識・技能の習得の域を超える
ことができず会員拡大につなが
らなかった。指導を受けて以後
の予定を凍結・精算し、残余の
返還を行った。
　今後は、特別な事業補助金を
計上するのではなく、年度ごとの
事業枠内で進めるようにするとと
もに、申請や精算書類について
もしっかり確認するようにしてい
く。

意
見

　平成28年度の財政援助団体
等監査においても公文書の管理
について担当課には指摘したと
ころではあるが、平成29年度に
おいても瑞穂市文書規程に定め
られた事務がなされておらず、
公文書への意識が変わっていな
いことは大きな問題である。
　公文書管理も大切な業務のひ
とつであることを再認識し、規程
に従った文書管理を行うよう徹
底していただきたい。

　平成29年度での指摘を受け、
課の分類をはじめとする管理に
ついて、再認識をし、普段の業
務からできるだけ注意をしながら
進めていきます。

シル
バー人
材セン
ター
地域福
祉高齢
課

財政援助
団体等監
査
（公益社団
法人瑞穂
市シルバー
人材セン
ター）
H29.11.21
～
H29.12.26

（９）公文書の管理について

地域福祉高齢課について

措
置
済

地
域
福
祉
高
齢
課

（８）補助金の交付について

措
置
済

地
域
福
祉
高
齢
課

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

回答
担当

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

-15-



（２）市税の収納の事務を受けた
者（受託者）に係る検査につい
て
　自治令第158条の2第3項で
は、「会計管理者は、受託者に
ついて、定期及び臨時に地方税
の収納の事務の状況を検査しな
ければならない。」と規定されて
いる。
　会計課に確認したところ、「収
納事務受託者は該当がない。」
との回答であった。
　しかしながら、収納事務受託者
は、告示がされて該当がある。
自治令の義務規定に違反して
いることから、速やかに検査を実
施すべきである。

　要領の整備にあたり、検査対
象や検査方法等を検討中であ
る。

監査名等
監査
対象

区
分

定期監査
H29.2.10

会計課

会
計
課

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

結
果

改
善
進
行
中

-16-



（１）居宅介護者慰労事業助成
金について

　

　現在の制度では、短期入所
サービスを利用せず居宅におい
てのみ介護する場合は一切助
成されず、介護者の労をねぎらう
ことを目的とする趣旨に反してい
る。他市町の助成方法を参考に
し、例えば短期入所サービスの
利用の有無に関わらず定額で
助成するなど、居宅にて介護し
ている方へ公平に助成できるよ
う規則の見直しを図り、目的に適
合した事業となるよう検討してい
ただきたい。

　事業の本来の目的や内容の全
体的な見直しまでを視野に入
れ、修正・変更に取り組んでい
く。
　現状の制度は介護の休息によ
る負担軽減に資する内容である
が、別の方向として、家族の心
理面での慰労をよく図り、在宅支
援を図りやすくすることができる
ように検討していくことも考えて
いく。（例として、ポジティブ日記
やニヤリホットの導入など）

定期監査
H28.11.28

地域福
祉高齢
課

回答
担当

監査名等
監査
対象

意
見

改
善
進
行
中

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

地
域
福
祉
高
齢
課

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

-17-



（５）会費等の自主財源の増収に
ついて

　

（８）補助金等交付要綱の規定の
見直し等について
　平成22年度に実施した監査の
際にも言及しているが、瑞穂市
地域福祉活動事業に関する補
助金等交付要綱の「人件費」、
「活動費」の内容及び範囲等が
曖昧である。
　このため、担当課では詳細の
把握が困難となっている。この規
定を明確にすることにより、担当
課による予算積算の精査及び使
途の確認などが行い易くなり、こ
の数年に生じた多額の補助金
返還の抑止にもつながると考え
られるため、積算根拠が明確と
なるよう規定を改正するべきであ
る。

　社会福祉協議会の活動状況
や法人運営にかかる制度や会
計運用等につき細かく説明を受
け、理解と検討を深めながら、現
状の補助金の充当先の特定を
図り、また状況によっては、社会
福祉協議会の活動が将来にわ
たりしっかり行えるために必要な
経費の内容の明確化を図ること
についても引き続き協議してい
き、毎年の補助金積算の精査及
び使途の確認をしやすくするとと
もに、補助金の運用や返還状況
をしっかり確認していけるように
していきたい。

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H31.2時点)

回答
担当

地
域
福
祉
高
齢
課

　岐阜県社協の検討会議の中で
会費、会員等のアンケートを
行った結果、県内全ての市町村
社協では、会費については自治
会等に依頼してるのが現状で
す。
　また、全国についても引き続き
情報収集に努めていますが、自
治会等への依頼以外の他の方
法の事例を見いだせていませ
ん。
　現状では、職員が事あるごとに
地域に出向き、当社協の活動や
事業、会費の用途、地域福祉の
重要性などのPRを積極的に行
い、理解していただけるように努
めているところです。
　また、賛助会員（事業所・事務
所等）の募集を重点にダイレクト
メールの発送や個別依頼を適宜
行い、努力しているところです。
　これらの努力と自治会長等の
協力も賜り、一般会員について
は、平成30年度は、前年対比
２％強の増収となっています。
　今後は、自治会への未加入者
への社協活動の周知や会費の
協力依頼を図ることができるよ
う、転入窓口でのチラシ配布な
どを行うといったことでのＰＲ強化
を市と社協で連携して検討して
いきます。

結
果

改
善
進
行
中

地
域
福
祉
高
齢
課

財政援助
団体等監
査
(社会福祉
法人瑞穂
市社会福
祉協議会)
H28.5.26
～
H28.8.8

社会福祉協議会に対する結果と意見社会福
祉協議
会
地域福
祉高齢
課

　対象世帯数に対し、会費収入
が過少である。社会福祉協議会
自身も貴重な財源であるとの認
識であるため、自治会任せにせ
ず、自助努力をし、地域福祉の
重要性などを十分周知し、会員
の増加、会費の増収に尽力する
べきである。

結
果

改
善
進
行
中
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